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条 例

　成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を

図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関

係条例の整理に関する条例をここに公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第22号

　　　成年被後見人等の権利の制限に係る措置の

　　　適正化等を図るための関係法律の整備に関

　　　する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

　　　する条例

　　　（川崎市職員の分限に関する条例の一部改

　　　正）

第�１条　川崎市職員の分限に関する条例（昭和26年川崎

市条例第45号）の一部を次のように改正する。

　第４条の２中「第16条第２号」を「第16条第１号」に、

「禁こ」を「禁錮」に改める。

　（川崎市職員の給与に関する条例の一部改正）

第�２条　川崎市職員の給与に関する条例（昭和32年川崎

市条例第29号）の一部を次のように改正する。

　�　第14条第１項中「、若しくは地方公務員法第16条第

１号に該当して同法第28条第４項の規定により失職

し」を削り、同条第３項中「、若しくは失職し」を削る。

　�　第14条の２第２号中「（同法第16条第１号に該当し

て失職した職員を除く。）」を削り、同条第３号及び第

４号中「禁錮（こ）」を「禁錮」に改める。

　�　第15条第１項中「、若しくは地方公務員法第16条第

１号に該当して同法第28条第４項の規定により失職

し」を削り、同条第２項中「、若しくは失職し」を削る。

（川崎市職員退職手当支給条例の一部改正）

第�３条　川崎市職員退職手当支給条例（昭和23年川崎市

条例第73号）の一部を次のように改正する。

　�　第13条第１項第２号中「（同法第16条第１号に該当

する場合を除く。）」を削る。

　（川崎市動物の愛護及び管理に関する条例の一部改正）

第�４条　川崎市動物の愛護及び管理に関する条例（平成

12年川崎市条例第21号）の一部を次のように改正する。

　�　第12条第１項中「第12条第１項第３号」を「第12条

第１項第４号」に改める。

（川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関

する条例の一部改正）

第�５条　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準
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等に関する条例（平成26年川崎市条例第35号）の一部

を次のように改正する。

　�　第26条第２項第２号中「第34条の20第１項第４号」

を「第34条の20第１項第３号」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１�　この条例は、令和元年12月14日から施行する。ただ

し、第５条の規定は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

２�　この条例の施行の日前に成年被後見人等の権利の制

限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和元年法律第37号）第44条の規定に

よる改正前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第16条第１号に該当して同法第28条第４項の規定によ

り失職した職員に係る期末手当及び勤勉手当の支給に

ついては、第２条の規定による改正後の川崎市職員の

給与に関する条例第14条第１項及び第３項、第14条の

２第２号（同条例第15条第５項において準用する場合

を含む。）並びに第15条第１項及び第２項の規定にか

かわらず、なお従前の例による。

　　　───────────────────

　川崎市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第23号

　　　川崎市手数料条例の一部を改正する条例

　川崎市手数料条例（昭和25年川崎市条例第６号）の一

部を次のように改正する。

　第２条第270号を次のように改める。

（270�）建築物省エネ法第29条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

（以下この号及び次号において「認定申請」とい

う。）に対する審査

　　ア�　建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省

エネ法第30条第１項各号に掲げる基準に適合する

旨を登録建築物エネルギー消費性能判定機関等が

証する書類が認定申請に係る申請書に添付されて

いる場合

　　（ア）一戸建ての住宅� １件につき　4,900円

　　（イ）（ア�）以外の建築物　１件につき　次に掲げ

る当該建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る建築物の部分の区分に応じ次に

規定する額

　　ａ�　住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定

する住宅部分のうち住戸の部分をいう。以下この

号、第272号及び第274号において同じ。）次に掲

げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額

　　（ａ）１戸� 4,900円

　　（ｂ）２戸以上５戸以下� 9,600円

　　（ｃ）６戸以上10戸以下� 16,000円

　　（ｄ）11戸以上25戸以下� 27,000円

　　（ｅ）26戸以上50戸以下� 45,000円

　　（ｆ）51戸以上100戸以下� 81,000円

　　（ｇ）101戸以上200戸以下� 130,000円

　　（ｈ）201戸以上300戸以下� 160,000円

　　（ｉ）301戸以上� 170,000円

　ｂ�　共用部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定す

る住宅部分のうち住戸の部分を除いた部分をいう。

以下この号及び第274号において同じ。）次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額

　　（ａ）�共用部分の床面積の合計が

　　　　　300平方メートル未満のもの� 9,600円

　　（ｂ）�共用部分の床面積の合計が

　　　　　300平方メートル以上2,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 27,000円

　　（ｃ�）共用部分の床面積の合計が

　　　　　2,000平方メートル以上5,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 81,000円

　　（ｄ�）共用部分の床面積の合計が

　　　　　5,000平方メートル以上10,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 130,000円

　　（ｅ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　10,000平方メートル以上

　　　　　25,000平方メートル未満のもの� 160,000円

　　（ｆ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　25,000平方メートル以上のもの� 200,000円

　ｃ�　非住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定

する非住宅部分をいう。以下この号及び第274号に

おいて同じ。）次に掲げる建築物の区分に応じ次に

規定する額

　　（ａ）非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　300平方メートル未満のもの� 9,600円

　　（ｂ）非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　300平方メートル以上2,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 27,000円

　　（ｃ）非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　2,000平方メートル以上5,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 81,000円

　　（ｄ）非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　5,000平方メートル以上10,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 130,000円

　　（ｅ）非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　10,000平方メートル以上25,000平方メートル

　　　　　未満のもの� 160,000円

　　（ｆ）非住宅部分の床面積の合計が
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　　　　　25,000平方メートル以上のもの� 200,000円

　　イ�　建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築

物又は建築物の部分に係る特定設計住宅性能評価

書が認定申請に係る申請書に添付されている場合

　　（ア�）一戸建ての住宅　１件につきア（ア）に規定

する額

　　（イ�）（ア）以外の建築物の住宅部分　１件につき

当該建築物エネルギー消費性能向上計画に係る

建築物の住宅部分の住戸の総数の区分に応じア

（イ）ａに規定する額

　　ウ�　ア又はイ以外の場合

　　（ア�）一戸建ての住宅　１件につき次に掲げる当該

建築物エネルギー消費性能向上計画に係る一戸

建ての住宅の区分に応じ次に規定する額

　　　ａ　床面積の合計が200平方メートル未満のもの

� 34,000円

　　　ｂ　床面積の合計が200平方メートル以上のもの

� 38,000円

　　（イ�）（ア）以外の建築物　１件につき次に掲げる

当該建築物エネルギー消費性能向上計画に係る

建築物の部分の区分に応じ次に規定する額

　　　ａ�　住宅部分　次に掲げる住戸の総数の区分に応

じ次に規定する額

　　　（ａ）１戸� 34,000円

　　　（ｂ）２戸以上５戸以下� 69,000円

　　　（ｃ）６戸以上10戸以下� 97,000円

　　　（ｄ）11戸以上25戸以下� 140,000円

　　　（ｅ）26戸以上50戸以下� 200,000円

　　　（ｆ）51戸以上100戸以下� 280,000円

　　　（ｇ）101戸以上200戸以下� 380,000円

　　　（ｈ）201戸以上300戸以下� 500,000円

　　　（ｉ）301戸以上� 590,000円

　　　ｂ　共用部分�　次に掲げる建築物の区分に応じ次

に規定する額

　　　（ａ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル未満のもの� 110,000円

　　　（ｂ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル以上2,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 180,000円

　　　（ｃ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　2,000平方メートル以上

　　　　　　5,000平方メートル未満のもの� 280,000円

　　　（ｄ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　5,000平方メートル以上

　　　　　　10,000平方メートル未満のもの�360,000円

　　　（ｅ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　10,000平方メートル以上

　　　　　　25,000平方メートル未満のもの�430,000円

　　　（ｆ）共用部分の床面積の合計が

　　　　　　25,000平方メートル以上のもの�500,000円

　　　ｃ　非住宅部分�　次に掲げる場合の区分に応じ次

に規定する額

　　　（ａ�）�基準省令第１条第１項第１号イに規定する

非住宅部分の設計一次エネルギー消費量が

計算されている場合

　　　　　次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額

　　　　ⅰ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル未満のもの� 230,000円

　　　　ⅱ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル以上2,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 370,000円

　　　　ⅲ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　2,000平方メートル以上5,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 530,000円

　　　　ⅳ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　5,000平方メートル以上

　　　　　　10,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 650,000円

　　　　ⅴ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　10,000平方メートル以上

　　　　　　25,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 770,000円

　　　　ⅵ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　25,000平方メートル以上のもの�870,000円

　　（ｂ�）（ａ）以外の場合　次に掲げる建築物の区分

に応じ次に規定する額

　　　　ⅰ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル未満のもの� 87,000円

　　　　ⅱ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　300平方メートル以上2,000平方メートル

　　　　　　未満のもの� 150,000円

　　　　ⅲ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　2,000平方メートル以上

　　　　　　5,000平方メートル未満のもの� 240,000円

　　　　ⅳ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　5,000平方メートル以上

　　　　　　10,000平方メートル未満のもの�310,000円

　　　　ⅴ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　10,000平方メートル以上

　　　　　　25,000平方メートル未満のもの�370,000円

　　　　ⅵ　非住宅部分の床面積の合計が

　　　　　　25,000平方メートル以上のもの�440,000円

　　一の建築物ごとに１件とする。

　第２条第272号を次のように改める。

（27�2）建築物省エネ法第31条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画の変更（工事の着



（第1,781号）令和元年(2019年)10月25日 川 崎 市 公 報

－3138－

手予定時期又は完了予定時期に係る変更を除く。）

の認定の申請（以下この号及び次号において「変更

認定申請」という。）に対する審査

　　ア�　建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省

エネ法第30条第１項各号に掲げる基準に適合する

旨を登録建築物エネルギー消費性能判定機関等が

証する書類が変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合

　　（ア�）一戸建ての住宅　１件につき次に掲げる当該

建築物エネルギー消費性能向上計画に係る一戸

建ての住宅の区分に応じ次に規定する額

　　　ａ�　建築物省エネ法第30条第１項の認定を受けた

建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この

号において「認定済計画」という。）に係るも

の� 2,450円

　　　ｂ�　認定済計画に新たに追加されたもの�4,900円

　　（イ�）（ア）以外の建築物　１件につき次に掲げる

額を合算した額

　　　ａ�　認定済計画に係る建築物の部分について第

270号ア（イ）の規定により算定した額に２分

の１を乗じて得た額

　　　ｂ�　認定済計画に係る建築物に新たに追加された

部分又は認定済計画に新たに追加された建築物

の部分について第270号ア（イ）の規定により

算定した額

　　イ�　建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築

物又は建築物の部分に係る特定設計住宅性能評価

書が変更認定申請に係る申請書に添付されている

場合

　　（ア�）一戸建ての住宅　１件につき当該建築物エネ

ルギー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅

の区分に応じア（ア）に規定する額

　　（イ�）（ア）以外の建築物の住宅部分　１件につき

次に掲げる額を合算した額

　　　ａ�　認定済計画に係る建築物の住宅部分について

第270号イ（イ）の規定により算定した額に２

分の１を乗じて得た額

　　　ｂ�　認定済計画に係る建築物に新たに追加された

住宅部分又は認定済計画に新たに追加された建

築物の住宅部分について第270号イ（イ）の規

定により算定した額

　　ウ�　ア又はイ以外の場合

　　（ア�）一戸建ての住宅　１件につき　次に掲げる当

該建築物エネルギー消費性能向上計画に係る一

戸建ての住宅の区分に応じ次に規定する額

　　　ａ�　認定済計画に係るもの　当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区

分に応じ第270号ウ（ア）に規定する額に２分

の１を乗じて得た額

　　　ｂ�　認定済計画に新たに追加されたもの　当該建

築物エネルギー消費性能向上計画に係る一戸建

ての住宅の区分に応じ第270号ウ（ア）に規定

する額

　　（イ�）（ア）以外の建築物　１件につき　次に掲げ

る額を合算した額

　　　ａ�　認定済計画に係る建築物の部分について第

270号ウ（イ）の規定により算定した額に２分

の１を乗じて得た額

　　　ｂ�　認定済計画に係る建築物に新たに追加された

部分又は認定済計画に新たに追加された建築物

の部分について第270号ウ（イ）の規定により

算定した額一の建築物ごとに１件とする。

　�　第２条第291号及び第292号中「附則第12条第17項」

を「附則第12条第19項」に改める。

　　　附　則

　この条例は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第４号）

の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日か

ら施行する。

　　　───────────────────

　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例の一

部を改正する条例をここに公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

川崎市条例第24号

　　　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関す

　　　る条例の一部を改正する条例

　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例（平

成４年川崎市条例第51号）の一部を次のように改正する。

　第26条第１項中「事業系一般廃棄物」の次に「又は一

時的に多量に排出される家庭系廃棄物（以下「一時多量

ごみ」という。）」を加え、同条第２項中「事業系一般廃

棄物」の次に「又は一時多量ごみ」を加える。

　第27条中「事業系一般廃棄物」の次に「又は一時多量

ごみ」を加える。

　第42条第３項中「粗大ごみ」の次に「（一時多量ごみ

として指定処理施設に搬入するものを除く。次項及び同

表第１において同じ。）」を加える。

　　　附　則

　この条例は、令和２年７月１日から施行する。

　　　───────────────────
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　川崎市心身障害者扶養共済条例の一部を改正する条例

をここに公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第25号

　　　川崎市心身障害者扶養共済条例の一部を改

　　　正する条例

　川崎市心身障害者扶養共済条例（昭和47年川崎市条例

第18号）の一部を次のように改正する。

　第10条第２項各号を次のように改める。

　⑴�　精神の機能の障害により年金の受領及び管理を適

正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者

　⑵�　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

　　　附　則

　この条例は、令和元年12月14日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第26号

　　　川崎市地域包括支援センターの包括的支援

　　　事業の人員の基準に関する条例の一部を改

　　　正する条例

　川崎市地域包括支援センターの包括的支援事業の人員

の基準に関する条例（平成27年川崎市条例第14号）の一

部を次のように改正する。

　第４条第２項を次のように改める。

２�　一の地域包括支援センターに置くべき専らその職務

に従事する常勤の職員の員数は、当該地域包括支援セ

ンターが担当する区域における第１号被保険者の数

が、おおむね5,500人を超え7,500人以下の場合にあっ

ては前項の職員の員数に同項各号に掲げる職員のうち

から１人、おおむね7,500人を超える場合にあっては

同項の職員の員数に同項各号に掲げる職員のうちから

２人を加えた員数とする。

　　　附　則

　この条例は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

川崎市条例第27号

　　　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の

　　　一部を改正する条例

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年川

崎市条例第70号）の一部を次のように改正する。

第15条第２項を次のように改める。

２�　償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及

び違約金については、法第13条、第14条第１項及び第

16条並びに令第８条及び第９条に規定するところによ

る。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市保育園条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第28号

　　　川崎市保育園条例の一部を改正する条例

　川崎市保育園条例（昭和28年川崎市条例第32号）の一

部を次のように改正する。

　第２条の表中

「

川崎市生田保育園 川崎市多摩区西生田３丁目15番10号

川崎市

生田乳児保育園
川崎市多摩区西生田３丁目15番10号

� 」

を「

川崎市生田保育園 川崎市多摩区西生田３丁目15番10号

� 」

に改める。

　　　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市建築基準条例の一部を改正する条例をここに公

布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第29号

　　　川崎市建築基準条例の一部を改正する条例

　川崎市建築基準条例（昭和35年川崎市条例第20号）の

一部を次のように改正する。

　第３条中「急傾斜地崩壊危険区域」の次に「（土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により

神奈川県知事が指定した土砂災害特別警戒区域（第５条

において「土砂災害特別警戒区域」という。）を除く。）」

を加える。

　第５条第１項中「場合」の次に「（土砂災害特別警戒

区域内において居室を有する建築物を建築する場合を除

く。）」を加える。

　第30条第２項中「耐火建築物」の次に「又は法第27条
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第１項の規定に適合する特殊建築物（令第110条第２号

に掲げる基準に適合するものに限る。）」を加え、同項に

次のただし書を加える。

　ただし、階数が３で延べ面積が200平方メートル未満

のもの（令第110条の５に定める基準に適合する警報設

備を設けたものに限る。）については、この限りでない。

第30条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第

３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。

３�　前項ただし書に該当する建築物の竪
たて

穴部分について

は、令第112条第12項から第14項までの規定を準用す

る。

　　第47条第３項に次のただし書を加える。

　�　ただし、階数が３以下で延べ面積が200平方メート

ル未満のものについては、この限りでない。

　�　第61条の３中「第30条第４項」を「第30条第５項」

に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市不燃化重点対策地区における建築物の不燃化の

推進に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第30号

　　　川崎市不燃化重点対策地区における建築物

　　　の不燃化の推進に関する条例の一部を改正

　　　する条例

　川崎市不燃化重点対策地区における建築物の不燃化の

推進に関する条例（平成28年川崎市条例第89号）の一部

を次のように改正する。

　第７条第１項中「第136条の２第１号から第７号まで」

を「第136条の２第１号ロ若しくは第２号ロ」に改め、「適

合する建築物」の次に「で法第61条に規定する国土交通

大臣が定めた構造方法を用いるもの若しくは同条に規定

する国土交通大臣の認定を受けたもの（同号ロに掲げる

基準に適合する建築物にあっては、準防火地域内にある

建築物のうち地階を除く階数が３で延べ面積が500平方

メートル以内のものに係る当該構造方法を用いるもの又

はこれと同等以上の性能があると当該認定を受けたもの

に限る。）」を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市消防団員任免条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第31号

　　　川崎市消防団員任免条例の一部を改正する条例

　川崎市消防団員任免条例（昭和23年川崎市条例第62

号）の一部を次のように改正する。

　第２条第２項第１号を削り、同項第２号中「禁錮
こ

」を

「禁錮」に改め、同号を同項第１号とし、同項第３号を

同項第２号とする。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

規 則

　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和元年10月15日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

川崎市規則第44号

　　　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関す

　　る条例施行規則の一部を改正する規則

　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行

規則（平成５年川崎市規則第26号）の一部を次のように

改正する。

　第９条第１項中「（事業系一般廃棄物」の次に「又は

一時多量ごみ」を、「者は、」の次に「事業系一般廃棄物

の施設搬入にあっては」を、「（第３号様式）を」の次に

「、一時多量ごみの施設搬入にあっては一時多量ごみ搬

入申請書（第３号様式の２）を」を加え、同条第２項中

「臨時に」の次に「事業系一般廃棄物の」を加える。

　第11条第１項中「臨時の」を「一時多量ごみの施設搬

入及び臨時の事業系一般廃棄物の」に改め、「除く」の

次に「。次条において同じ。」を加える。

　第11条の２中「（臨時の施設搬入の承認を除く。）」を

削る。

　第20条の２中「は、粗大ごみ」の次に「（一時多量ご

みとして施設搬入するものを除く。）」を加える。

　第21条第１項中第３号を第４号とし、第２号の次に次

の１号を加える。

　　⑶�　前２号に掲げる者が排出した一時多量ごみの施

設搬入の承認を受けた者

　第21条第２項ただし書中「場合」の次に「又は同項第

３号に該当する場合（同項第２号に掲げる者が排出した

一時多量ごみを施設搬入する場合に限る。）」を加える。

　第３号様式の次に次の１様式を加える。
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第３号様式の２

一 時 多 量 ご み 搬 入 申 請 書 

 

年   月   日  

  (宛先) 川 崎 市 長 

 

申 請 者  郵便番号                   

住 所                   

フリガナ                   

氏 名                印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）    

    一般廃棄物収集運                

搬業の許可番号              

             

 川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例第26条第１項の規定により、別 

添の一時多量ごみ申込書に記載の一時多量ごみについて、次のとおり指定処理施設 

への搬入を申請します。 

事 務 担 当 者 
フリガナ 電話番号 

氏  名 

施設搬入の日時       月    日（ ）    時 

一時多量ごみ申

込 書 の 件 数 
      件 

一時多量ごみ申

込書の受付番号

（全ての申込書

に つ い て 記 入

してください。） 

 

施設搬入に使用

する車両の自動

車 登 録 番 号 

 

納 入 通 知 書 

等 の 送 付 先 

郵便番号 

住所又は所在地 

氏名又は名称 

※ 上記申請者と同じ場合には記載不要 

※ 事 務 処 理 欄  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

注1 この申請書は、車両ごとに提出してください。 

2 施設搬入に使用する車両の自動車検査証の写し及び一時多量ごみ申込書の写し 

を添付してください。 

  3 この申請書では、事業系一般廃棄物の施設搬入の申請はできません。 

4 減免の対象となる一時多量ごみと、減免の対象とならない一時多量ごみを、同 

一の車両に混載して施設搬入をすることはできません。 

5 事務処理欄は、記入しないでください。 
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　　　附　則

　この規則は、令和２年７月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一

部を改正する規則をここに公布する。

　　令和元年10月15日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第45号

　　　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施

　　　行規則の一部を改正する規則

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭

和49年川崎市規則第112号）の一部を次のように改正す

る。

　第15条第２項に次の１号を加える。

　⑶�　借受人が破産手続開始の決定又は再生手続開始の

決定を受けたことを証する書類

　第10号様式中

「

　　次のとおり償還金の支払猶予を申請いたします。

� 」

を

「

　　次のとおり償還金の支払猶予を申請いたします。

　�　なお、申請に当たり、償還金の支払猶予の可否の

決定のため、借受人の収入又は資産の状況につい

て、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の提供

を求めることに同意します。

� 」

に改める。

　第13号様式中

「

� 」

を

「

� 」

に改める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

告 示

川崎市告示第293号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に

より医療機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第

14条第４項において生活保護法の規定の例によるとされ

ている医療支援給付の医療機関の指定を行いましたの

で、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示します。

（別表省略）

　　令和元年10月１日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第294号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の

規定により施術機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項において生活保護法の規定の例による

とされている医療支援給付の施術機関の指定を行いまし

たので、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示しま

す。（別表省略）

　　令和元年10月１日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第295号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の休止並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の休止を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき告

示します。（別表省略）

　　令和元年10月１日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第296号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の廃止並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ
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るとされている医療支援給付の指定医療機関の廃止を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき告

示します。（別表省略）

　　令和元年10月１日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第297号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年10月１日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第298号

　川崎市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全

で衛生的な飲料水の確保に関する条例（平成７年川崎市

条例第８号）第16条第１項の規定に基づく指定検査機関

の名称等の変更があったので告示します。

　　令和元年10月７日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　名　　称　　　　一般社団法人　神奈川県保健協会

２�　変更事項　　　　代表者　　　　

３�　変更内容（新）　会　長　　西之宮　聡

４�　変更内容（旧）　会　長　　西之宮　優

５�　変更年月日　　　令和元年９月17日

　　　───────────────────

川崎市告示第299号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年10月８日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────
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川崎市告示第300号

　　　指定障害児通所支援事業者の指定について

　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の15

第１項の規定により、指定障害児通所支援事業者の指定

を行いましたので、同法第21条の５の25第１項の規定に

基づき別表のとおり告示します。

　　令和元年10月８日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第301号

　　　指定障害福祉サービス事業者の指定について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定

により、指定障害福祉サービス事業者の指定を行いまし

たので、同法第51条の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。

　　令和元年10月８日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第302号

　　　指定障害福祉サービスの事業の廃止について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定

により、指定障害福祉サービスの事業の廃止の届出があ

りましたので、同法第51条の規定に基づき別表のとおり

告示します。

　　令和元年10月８日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社秀学舎
シュウエール

新丸子

川崎市中原区新丸子東一丁目

794番地静観ビル２階201号室

放課後等

デイサービス
令和元年10月１日 1455200483

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社

ニチイ学館

ニチイケアセンター

上麻生

川崎市麻生区上麻生

６－29－11

あやめハイツ１階

Ｃ号室

居宅介護

重度訪問介護
令和元年10月１日 1415600673

株式会社ホワイト ホワイト
川崎市宮前区犬蔵

三丁目９番16－708号

居宅介護

重度訪問介護
令和元年10月１日 1415500857

一般社団法人働く

しあわせ

プロジェクト

柿生の家

JINEN-DO

川崎市麻生区上麻生

五丁目10番11号

自立訓練

（生活訓練通所型）
令和元年10月１日 1415600681

ギバーズゲイン

合同会社
メープル

川崎市川崎区新川通

７－１

プランドール新川通

１階

就労継続支援

（Ａ型）
令和元年10月１日 1415001351

一般社団法人

UNITE

ハーティーパーチ

With

川崎市川崎区中

３－14－３

エクセルＫＴ

就労継続支援

（Ｂ型）
令和元年10月１日 1415001369

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 廃止の年月日 事業所番号

社会医療法人財団

石心会

さいわいヘルパー

ステーション

川崎市幸区新塚越201

ルリエ新川崎６階

居宅介護

重度訪問介護
令和元年９月30日 1415100393

株式会社

ニチイ学館

ニチイケアセンター

南幸町

川崎市幸区南幸町

３－51　メゾン34

１階

同行援護 令和元年９月21日 1415100336

SOMPOケア株式会社
SOMPOケア　元住吉西

訪問介護

川崎市中原区

井田２－34－22

居宅介護

重度訪問介護
令和元年９月30日 1415201035

一般社団法人

働くしあわせ

プロジェクト

働くしあわせ

JINEN-DO

川崎市麻生区上麻生

五丁目10番11号
就労移行支援 令和元年９月30日 1415600418

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市告示第303号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第１

項の規定により、地縁による団体として認可しましたの

で、同条第10項の規定により次のとおり告示します。

　　令和元年10月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　名称

　　細山町会

２�　規約に定める目的

　�　会員相互の親睦を図り、他町会並びに関係諸団体と

協力して文化の向上と福祉の充実、地域の防犯・防災

並びに緑あふれる街並み保全・美化活動など、良好な

地域社会の維持・形成・向上に資する地域的な共同活

動を行うことを目的とする。

３�　区域

　�　川崎市麻生区細山一丁目から八丁目及び千代ヶ丘三

丁目、千代ヶ丘五丁目、千代ヶ丘六丁目、千代ヶ丘九

丁目の一部

４�　主たる事務所の所在地

　　川崎市麻生区細山４－21－３

５�　代表者の氏名及び住所

　　 　

　　

６�　裁判所による代表者の職務執行の停止の有無及び職

務代行者の選任の有無

　　なし

７�　代理人の有無

　　なし

８�　規約に解散の事由を定めたときはその理由

　　なし

９�　認可年月日

　　令和元年10月９日

　　　───────────────────

川崎市告示第304号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月９日から令和元年10月24日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年10月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
北 加 瀬

第49号線

川崎市幸区北加瀬

１丁目996番３先
2.1 8.80

川崎市幸区北加瀬

１丁目996番３先

新
北 加 瀬

第49号線

川崎市幸区北加瀬

１丁目996番１先
3.06 8.80

川崎市幸区北加瀬

１丁目996番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第305号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年10月９日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月９日から令和元年10月24日まで一般の
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縦覧に供します。

　　令和元年10月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

北 加 瀬 川崎市幸区北加瀬１丁目996番１先

第 4 9 号 線 川崎市幸区北加瀬１丁目996番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第306号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月11日から令和元年10月28日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧 菅 生
川崎市宮前区犬蔵

２丁目3992番５先
3.64 24.76

第568号線
川崎市宮前区犬蔵

２丁目3992番５先

新 菅 生
川崎市宮前区犬蔵

２丁目3992番１先
4.00 24.76

第568号線
川崎市宮前区犬蔵

２丁目3992番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第307号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年10月11日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月11日から令和元年10月28日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

菅 生

第56 8号線

川崎市宮前区犬蔵２丁目3992番１先

川崎市宮前区犬蔵２丁目3992番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第308号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月11日から令和元年10月28日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
市 ノ 坪

第47号線

川崎市中原区市ノ坪

536番１先
2.27 0.64

川崎市中原区市ノ坪

535番先

新
市 ノ 坪

第47号線

川崎市中原区市ノ坪

536番１先
3.13 0.64

川崎市中原区市ノ坪

535番先

　　　───────────────────

川崎市告示第309号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年10月11日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年10月11日から令和元年10月28日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年10月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

市 ノ 坪 川崎市中原区市ノ坪536番１先

第 4 7 号 線 川崎市中原区市ノ坪535番先

　　　───────────────────

川崎市告示第310号

　市議会の同意を得て令和元年10月15日に次の者を川崎

市人事委員会委員に選任しました。

　　令和元年10月15日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　

　　

　　　───────────────────

川崎市告示第311号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条
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第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年10月15日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第312号

　　　議決された決算の公表について

　別紙の決算は、令和元年９月２日招集の令和元年第４

回川崎市議会定例会に提案され、令和元年10月11日に認

定されましたので、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第233条第６項の規定により公表します。

　　令和元年10月15日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成30年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について

平成30年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

平成30年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成30年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決

算認定について

平成30年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計歳入歳出決算認定について

平成30年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出

決算認定について

平成30年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳

出決算認定について

平成30年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成30年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成30年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出

決算認定について

平成30年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成30年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳

出決算認定について

平成30年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入

歳出決算認定について

平成30年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

平成30年度川崎市病院事業会計決算認定について

平成30年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認

定について

平成30年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定

について

平成30年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決

算認定について

平成30年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について
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平成30年度川崎市一般会計歳入歳出決算

歳　　　　入

　　　　　　歳入予算額� 778,143,871,860円　　　　　　

　　　　　　歳入決算額� 715,316,660,066円　　　　　　

歳　　　　出

　　　　　　歳出予算額� 778,143,871,860円　　　　　　

　　　　　　歳出決算額� 712,891,721,422円　　　　　　
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